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各財の市場が衷全競争的であるとし , 外部経を効桌 , 公共財等CD存在を無辑するものとしょう。

ネのょうな經済では, 家計の効用最大化朽^動と企業の利潤最大化行勤がパレサト最適な資源配分を

導くしとはよ ..く知られている。たた 'し平均費用が逾減する企業では赤字が発生するから，政府は*^
のょうな企業を亭続させるたやに何ら力、の手段を講じなけれぱならない。ここやは説明の便宜上そ

：. ■ ■ - ' , ； . . .  ' . . .

.れらの企業はすべて公営でちるものとレそこでのを摩は以下に述べ:?>ょうに社会的厚生を基準に

決定されるものと仮定する。
‘ . • '

さてとのょうな企業の赤字を租税で補填するものと想定すれぱ，い わ る 一 括 固 定 額 锐 （lump 
抑m ta x )を課することが可能でない眠り，何らか0 市場のゆがみ一限界代替率均# の条件(価格ニ

服界生産費の条件）‘からの逸脱" ~ ~を回避することができない。 この場会各財にどのょうに課税す~る
■ •

のがょいかを調ぺること，そして，民間企業の直® する価格と公金業の潜在価格（公合養の生産可能

曲面の最適生産点における法線べクトルと一致する）とめ乖離め条件についセ吟味するのが本稿の目的で' ■ -  ■ - . ,  - .
あ る 。 • .

これと類似の間題はラムゼイの租税についての古典的論文においてすでに取扱われT おり，ボァ

ト一にょる公共料金についての論文〔3〕も原理的に同様の間題を3 リ"-般的手法で勉理したもので

ある。最近の論文ダイアモンドニマー!)，ーズ〔6, 7〕，ボーモルニプ9 ツ ド フ ォ ド 〔2〕， ディキシ

ット〔8〕，スティグリッツニダスグプタ〔I5〕も関連した間題を新しい視点から論じ，上記の2 つの

ホ典的^ 文を発展させたものである。 . .

本稿では, これらの譲論を一般的なモデルによ，りて整理するとともに, r最適税率」についての

注（1 ) 本稿の作成にあたっては，とりわけ廣應大学助教找大山道広めよりていねいなコメントをいただいた。ここに惑謝6 

意をましたい。もちろんありぅぺき孰ウはすぺて维者，の資任に̂ 广̂1-るものである，
, ■ ： . '
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' 公企業のず 算 制約条件の下におけを最適税率につぃて

V v < つ か の よ く 知 ら れ た 命 题 が , も る 草 本 ,関 係 言 .特 定 化 す を v T L と に よ て 導 か れ る と と を 示 す と と  

に し よ う ン ま た 従 来 特 別 な 場 合 ( 爾 妻 関 数 と 供 給 関 数 が 分 離 t i j 能 な 場 合 な ど ) に つ ぃ て し か 知 ら れ て ぃ

★かった，消費# がプラスであるための条件をかなり•^般的な場合に ''^V、て与えることにしよう。
’ ■ ‘ . . . . 、 .. ; ’ .

なお分辦の手法は , 本質的P キボプトト〔3〕のそれを踏襲レてぃるが , 乎続きはかなり简単化され , 
譲論の本質が明瞭となホて ,ぃを。' ，. ; ‘ ， . レ、、

: : • . - . .  ■..' ' '一- ^ - :  ‘ ..： . .レ. . : ' . '  . . . . ‘ ■' ::
; • ■ ' . ' * ■' ■• ' . • .  .

■ 2 問 題 の 定 式 化  ' 、

• • ■ •

い . ：...,’. ..ソ . . .て. メ .，シマ' ' : . .....V，フ ン ，...ン . … ン

われわれの考察しようとする経済は , 民間部門と公共部門から成り立ってV、る。倚単化のために , 
貝間部Pラは1 人0 消費者と 1 人 め 生 産 者 に よ そ し て 公 共 部 門 は た だ 1ろ cp企衆によろて代!^  
されるもりとしう。 ま★経済にゆすべてでル德窥^ おが取引される：ものと想定しよう。 ： 

消費者は効用関数:;： ， ‘ ， . ； 、 ：

<■ u ^ m  ' ' ' , . / : : :，.:.，ベ..:.:，.：.V.、 ' ( 1 ) ：..:，‘
によゥてそc>満足が示され!)ものとするぃ e こ で 2 = (% , ‘ . r , び")'は彼の消費べクトルを示すも

とする。彼は所得 r と消費価格ぺク I'ル £  ニ (り1 , , P n )が与えられたとき， ：
'

- -  ■ . (2) ，：.，

の 制 約 の 下 に ( 1 ) を 最 大 I：こ す る も め と 想 定 し よ う 。 以 下 で は f は そ の 最 後 の 成 分 れ , が 1 で あ る よ う■ ■ . . . . .  ,

に 選 ぱ れ て ぃ る も の と す る 。 、

.-' . . . . . •  . . .  . . , .

さ て 効 用 関 数 の 擬 I H ] 性 ， 内 点 ?こ お け る 二 階 連 続 微 分 可 能 性 そ の 他 の 通 常 の 仮 定 め 下 で は , 消 費 行  

動 の 赛 適 条 件 は  . .  .

■, UilUn=Pi ii-l, 2, • ：•, n ~ l )  - , '  (3)
，. ■ ■ ■ .

と 示 さ れ る こ と ほ よ  <： 知 ら れ て ぃ る 。 だ し み . . ‘ :《) は M 於 の 第 f 成 分 に 関 す る 偏 微 分  

を 示 す も の と す る 。 ぶ の ( 3 ) と は ) に よ っ て 通 常 の よ う に 彼 の 需 要 関 数

: ざニざみ,1> ： パ ふ  ‘ ■ (4) .

力';定義され， したがって間接的効用関数 " ニ!t (ざ( i v D ) が導かれる。以下でほ後者を

. (5) • ，

とま ;b i ~ ことに•しよう。 ン  ■; . ，み

つ ぎ に 民間部門め生産者につ ぃ て ， その生産関数  ■
‘- . . . . .  ' '■ ' . 

f ( y ) —0 , ■ (6)
力 ，觸 義 さ れ る も の と し よ う  こ こ で y„) ' は こ の 生 ま 者 の 純 生 産 量 を 示 す ベ ク ト ル で あ

さ 。 ' ま だ を 廣 者 価 格 お # « ( な , ぃ " , : あ 〉 と す る と き 彼 は i r を ® 大 に す る よ う に V‘ を 范 め る も の と

す る 。 の 議 論 ホ は i は そ の 最 後 の 成 分 な , し が 1 に な .る よ う に 選 ぱ れ て ぃ る : も の と 想 : ® す る 。

1 5  ( < ? Z 7 )
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f■三由学会雑誌j 6 8 ^  4 号. (19ガ银4 月）

生産技術についての性と , 生産関数の内点にお,ける二階連続微分可能性を会む通常の仮定の下 

では， こめ企業の最適生産の条件は

y v / n = レ ョ 1 , 2 ,  ‘‘‘， " 一1) (7)
と示されることは周知めギ実ゼある。たお1：̂ととで /V(ズニ1 , 2 , ，. ‘, 《) ほ/の第イ成分におすネ偏 

微分を示すものとする。 さらに(6》の関係を考慮すれぱ,この企業の供給関数  •
，. ニ ' . . . . .  .  ̂ . . ， ，.

y~y(Q) (8) '

が定まされる。 •■ •
さて最後に公企業の生産活動について述べよう。まずその生ま関数が

御 ニ  0 ■ ’ ： .  (9)
と表琪ガ■■き る も と す る 。 ここでぇと (2：1 , . ' ‘, ：?《) は公;di業の純生産量☆示すベクトルでる。生 

ま技術についても私金業と同様微分可能性，’ t o 性'等り仮定をおくが , 公 業 に つ V、ては生産を行う 

ための固定的投入物が大きく， したがって（仮りに生産物が1 種類として)平均費用が適減する局面 

があ ,りうると考えよう。ね卞がは譲論を厳:明にするために , 均衡点 i における公企業め潜在価格 

U にぉける生ま曲面の& 線べ夕トル) . を 5 とするとき, それで評M しだ利潤が負"e もるど'と，つまり 

n z < 0  {10} ：

となをことを仮定する場★がある。 . -

さて‘公企業の予算上の要請は赤字の額  一n 么をあらかじめ外生的に定められだ一*走値一り以内に
一 •'  . . . .  ' . .  -

抑えることである。ただし , それをうめちわせるために租税を用いることが許されるものとする。 

こめ場合, ，.いわゆる一括固定額税 . '(lump灿tn t a x )を課するこ:との可能性を認めれぱ .よく'知られる

ように，消費および生ま（私企業ぉよび公企業を含む) における任意の 2 財の間の限界代替率や均#
■ • ■ ■ '• . . .  .

がわれわれの経済の最適资源配分（消費者の効用を最大にするような達成可能な資源配分）をもたらす。 

しかし以下では租较は必ず消費税の形をとり , ，それを課せぱ消費者価格ざと生廣価格タ（ともにそ 

の最後の成分を1 に規準化してあるものとする）の乖離をどもなわざるをえないと想定しよう 0 , 以上の 

譲論によって,われわれ公企業の予算制約式を

(2— さ)'+ だ一り (11)
とあらわすことにしよう.。 ここセCは一定の数である。 また左辺の第1 項は総税収入を,第 2 項は 

公☆業の利潤（資のil▲合にはその絶対値は赤字）を示すものである。 (11)を不等与•の制こしないのは 

特に予算制約式が有効な制服となる場谷に注意を集中するためである。 .

さて均衡においては*各財の需給がバランスするから、

' 、ざ= ど+ さ ’ (12)
が成立しなけれぱならない。 ここ 't?われわれめ問題は，技術ギついての条件(6〉, （9》および, 齋 耍 ， 

供給関数 (4》，《8)を所与としで，市場均海の条件む2》と予算制約条件(11)を満たし,がつ消費者の効用が

..一 …..16C?i5) ^

'や我球*''' い- ' >'>4
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公企業の予算制li’j 条件の下における最適税率について

最大になるような，2, I ( し た が っ て と 《 ( したがってだ）およびさ‘を選ぶことである。 ■ 
さて市場の均海条件の下では，予算制約式は

ぶ ざ 一g ど = e  . (11)'
表わされることが容易に示される。 とくに公企業が# 在しない場合い ±^0のとき）に•は (n)/は

どニ e . (11R)
となり, われわれの予算制約式はラムゼイC 1 2 ]のそれと同一のものとな;^また消費说による赤 

字の捕顏が許容されない場合には(U)は
i ■ ■

ニり • ： (11B)
となりレポ： 一 〔めの制約条件に掃することが知ちれる。

• ■ ■ . . . . ' . .  . . . . . - . . ，. . . . .  , ，.
■ ■ ' . . ■. . ： '.- \ - ：.. ■ ' . - .ベ... . '

■ 3 モ デ ル , の 分 析

'

前節で述べたわれわれの問題を解くために， ラグランジ形式 

' U=t >( 2，I) —̂ (x(p, I) ~ p ( ^ ) ~ z )
— # ( « )  - 13{^x(p, I) - q y J 4)  ~ c )

を考寒しよう„ とこで ?l M 7 r i , ‘" ，.7rJ, <i5および々はラグランジ乗数である。

上の表現をりルI . も，もについて偏微分し ' t：その結果を0 とおけば， V  ,
" /+ .パ  5ざ/3》'）+ /3 (a;ゴ+.が麵  /取 )）= 。

U ニ  1 , 2, n ~ i )  (13)

Vi+ 7T {dxldl) +  0p (jdxldT) — 0 (14)
. ■ ■ • ' ■ ■ . .. ■ , . . . . .  - •

' +  /3 (Vj+Q % /9^i))  = 0
. ( i  =  l , 2, ..., n —l)  (15)

ぉょび ‘

y ニ  1 ,2 ,  ?t) ■ 、06)
がえられる6 ことで V产 d"ldpi, " i= = d "ld l,そしてたとえば dをldj)iニ (jdcCildVi, ■ • •, dxjdp j) を示すも 

P とする。 ; .
さ て f l r „ ^ 0と仮定すると，（16}は - ， ，,

も /も = ン 仏 《 け ニ  1， 2 , " 一  1) (17)

と書き変えることができる。右辺は第乂財と第れ財の間の限界代替率を示しているので，7Cf̂  (njn„, 
•‘•7r,,-i/ぁ, 1 ) は公企業の潜在価格とよぶことができる。幾何学的には , との’べクトルは生産開数が 

定める仙面の法線となっている。必要な場合には記号を走義しなおせぱよ、、か ら, 以 下 で は ニ 1
と仮定する t；とにする。 ’ ,

* ■ . . .  *

- ^  1 7 (3 1 9 )  —
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. r三由学会雑誌j 68卷 4号 (1975{p 4月） ： '

' さて闕の商辺にa?,.を乘じ，それをiゆの両辺に如え，プントネリニ ロワの公式

. "ゴ+ も4>，ニ 0 (ゾニ 1 ,2 ,  ..‘，n )

( これについてはアントネリ〔1〕またはロヴ〔I3〕などを参照。. (2). {3》を用いての直接的tiE明も容易）を適用す■ .. , . ‘ . . .
れ ぱ ... - ’. . , . . . . . . .

2 [ 0 ^ 1 + タ?>,)8"]ニー/3も （ゴニ1 , 2 , . ‘‘" ー1) (18) '
がえられる。 ととで So• はスルツキーの代替項の行列昼の第ん f 宴素，つまり

. ..' ‘，
S,iニね,./瓶 + が,-(9ダ,-/⑧ ( i,  «?‘ =  !■, 2, •••, n)

を示すものでもる。 , '
通常の仮定の下ではをは対称で  . '

S ゃ嚴J'ニ0 0 '—1 , 2 , ‘. ‘, ’?0 . 嫩 ，

を満たす（ヒックス〔9〕p .3n ) 。 よって(ほ) , N よりぶがを消去し，冗《ニ1 に注意すれぱ :
‘ (20) '

(2)

をうる。

S (け ‘) S‘产 取 （ゴ= 1 ’ 2 , .‘.，め

(21)

(tti, •*•, 7r„li) , だ ニ（cci;.‘'，ダ"-0  とおき，S をき

.ユルソシ〔14〕p.

ここで
• V

ニP厂冗i い> =  1',.2,‘..《— 1)
と 定 義 し 》=  (ttl,，.., (tn-l ), .びニ（り1，…•, J?n-l).，
の最初の（W—l ) この行と列からなる行列とすれば，（20)は ,•

aS= f3x  (劾'
とまわすことができる。ここでS は鱼の定符号をもつと仮定しようひこと夫ぱサ

■ ‘ *

115参照)。 ■
民間部門の生産者についても同様の分析が可能である。. 代替項め行列をS とすれぱ，そかん 

要素は ン ‘ ‘ ：

^is^dyildq j ( i, j = l ,  2, •••,n) '
で# えられる。 これを用いると(ほHt

S  [ (^i+ l3Qi)F<y] =  — ̂ Vi (ゴニ.1 , 2 , ...，"—1). (22)
と表わさ.れる。

通常の仮定の下では:^は対称で .
U な リ ニ 0 け = 1, 2, (19)

を満たす。 したがって(め》および(23》より F"プ を 消 去 す れ ぱ ‘

が導かれる.。

. ここ’で ン. . レ • . ■
注( 2 ) だ《ゴ1 としない一*奴の場合には， をもらた!*じ0 とおいたと考えれぱよい。， ■ ■

— •一 1 8 0劾

^   — I



公企業め予算制約条件の卞における最適ね率について 

bi-Qi— JCi "ニ  1 , 2 , .‘‘，"一 1) (25)

.と 定 義 し 6 ニ（6 i ,，‘.，ろ" - 0 » なニ（f / i , ‘‘.ぺ„ -0 ,  y  ニ (yi, . . ‘，V n - i )とおき，ドをどの最初の（" 一1). 

.この行と列とからなる行列とすれぱ , {Z4)は
bF-~/3y (24)'

と表わすととができる。 ここで F は正定符号をもつと仮定しよう。

つぎに， .

. らニPf— も け = 1 , 2 ,  — 1) (26).

.と定め， t = ( t l , …パ"，! ) と記すことにしよう。 t iは消費者価格と生産者価格の差， しお力t っ す脉 

1 単位当りの租税の大きさを示して、る。定 義 か ら ，ニC t - 6 であるから , （20)'と (24)'より

右二(な S~ し  2/F-1) '  . - ( 2 7 )

:が導かれる 6

さ て が 負 の 定 符 号 ，F が正の定符号をもつから★ (3明 (予算制約武が有効）であって，が 别 あ  

る い は 2/=iF0で あ る （以下この条件はつね満たされているものとする）限り， •

/3 (aター ̂ >が) ニ/ (ojS** ijc -  '< 0
となる。他ダ 1めぉょび, , I その他の定義から . \

' a x —b y = q ^ ~ q y ~ n z  
であるから’ •■

f 3 ( p ^ - q U ~ E i ' ) > ^  . ： '  • (28)

したがって(10より

^ ( c - j T ^ X O  (29) ；

でちる、ことが導かれる。 ’したがって，たとえば Cさ0 , ざを< 0 の場合には / 3 < 0 となる。

■. - . '
4 モ デ ル の 性 質

前節までの分析の結果,われわれの仮定の下においては，（20)'式が消費者価格？)と公金業の潜在 

個 格 ?r の乖離の条件を，また (24K が生産者価格g と潜在俩格7Tの3IB離の条件を，その結果.みして(27)

:式が消費者価格 ? )とメ主座者価格g の乖靡の条件，づまり最適商品税の条件を与-える'ととが明らかに 

な っ た （ことでたとえぱ?) ニ (り,，.‘卞 = l である）。 またラグランジ乗数 / ? め符号にv：H 、ては (?9》 
式が重要な情報を与えてくる。 とれらの結果を次に要約しよう。

消費者価格り，生産者価格なおよび公企藥の潜在伽格 7̂ の間の乖離はつぎの条件に 

よゥて特^^づけられる。

‘ — ‘■—，■-19(^32り ■'-..，'，ぃ-，，-
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j)一 7T ニ ^ なS1—1 (a)

h ニ q -7 t ニ fiy 'p-、 (め’ .
《ニゃ’ ヶ= / 3 (が S - i ’ ^/F-*) ( 0

ここで :*;, 2 /はそれぞれ第" 財を除いた財の消費量および（民間での）生産量，をして S および ' 
F はそれに対応する代替項の行列 ^̂ ’̂ある。 また /3 はスカラ一であって , G— が正の場合には：̂,-
負の場合には正の値をとる。 ■
. . . . - . . - '...， .，， ' ' . ，. ’ ，. . . ，， ....:. . : . / . . . . ' . :

. ，.
法意 1 この補助定理と類似の結果はラムゼイ〔1幻 , ボアトー〔3〕， ダイアモンドニマーリ— ズ 

C 6 X スティグリッッニダズグプタ〔15〕らによって, それぞれやや異な：̂た仮定わ下に導かれてい \ 
る。 しかし彼等は本質が!?には上の3 式のうちどれか1 つの式のみを考察している。

なお公企業が存在しない場合には，補助定理のなは公企業の潜在価格という解釈を与*えることは’ 
できないが , 侦式に対応するラグラソジ乗数として依然どして消えずに残ること， レたがって補助# 
定理の（i ) はその填合にも（とくにラムゼイ〔I 2〕のヶースにも）妥当性を失わないことに注意してお， 

こ .ぅ。. . .  . . ノ

また民問企業の生産、が収樓不変の条件に服す ( したがって固定費の存在を無視する) なら，最大利潤^• . ■ . . , - _ ■
は 0 となる（⑩ニ0 ) となる9 この場合には00'式は  ■

px~- C (11 DM) ’

となるので，け}ととの場合の(ほ)および(1力よりq ニ冗となり , ダイアモンド.ニマーリ- - ズめ〔6〕生産 :
面 に お ■る有効性の条仲と斉合的な結果がえられるこ i も注意しよう。 したがってトこの仮定め下-

, .
で は ’ ’：；

• . ニ/ ■ (fDM) ニ ，

という結論が導かれることとなる。 ， ‘

さて補助定现の条件を別の形に述べるために. 弾力性の概念を導入しよう。 ま ず （補償’された) 
需要の弾力性を（Sの対称Iめに注目して)， 、

び" ニ - ■ Sijpfixレ ( も ニ  1 , 2 , め ，

供給の弾力性を，同様に *
. . .  r ■

0"ニ'F".gilyj け, 2, .，‘，n)
と定義しよう。 こ こ で も も ろ ん 2/<は甘口でないと仮定じている。

つづいて P  (Q, X ,およびY ) をそめ第も対角要素が 1[h (Qi, X iおよびVi、 るような ( « - 1 ) 次の，
. . .  -

対角行列としレ  ノ ' 、

a  i - 1, 2, « ~ 1)
' —  20(322)
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生意 2 定理 1 ( a ) は ?>と？r との相対的-濟離が代替項©行列の逆行列の列和に比例すること‘を意

味している。（めおよび（りについても同様の解釈が可能である。
• : . . . .  . ; . ，-

.. '  ざ ，‘ ’ ' ,
定 理 1 の系としてつぎの命題は容易に導かれる。

証 明 (a), ( b ) の証明、は補助定理i 1 の （cOおよびひ）より明らカ、である。 （りを証明するために , 
'定義から P ニQ +  T であることに注目して，補助定理 r  (りを用いると 

め - i=/SO^S-ip-»PQ-し  2/F^Q り） •
' I

= - ；9 ( i i r a + T Q - り 一 10-1)

をうる。 したがって , .
. ■ ぎ’ . '

+iSlS-*T) Q-* =  -ySl (!]-> +(9->)

でもる。

ここでT が対角行列でもることに着目し"T
ニ d iagO S lS -* )-

であることを用いれば定理の結論がえられる。 ■ ’

燃 ; 輝;̂、iji&SSgほ■卿 み.,も

公企業の予算制約条件の卞における最滴说傘について

<9ニ(< y  (ん Jニ 1 ,2 パ..，n - 1 )  ■
I とおこう。すると定義から

S = - P s x - *  . ■ ' • ’

©ニQ FY一

となることは明をかである。 / :

よってすぺての価格および数量がゼロでないと仮定すれぱつぎの結能をうる。 ：fc>l^われのfld題に

こ ぉ い て , . . V  . ' . . : '...

定 理 1 消費者価格と潜在価格の相対•的乖離 ttP-i,生!!者価格と潜在伽格の相対的雨離6 Q - 1お 

.よび消費者価格と生産者価格の相対的乖離《Q - 1 ほつぎの条件k よりで特色づけられる- C ，

=  (ct)
bQ -'= /31(9-' (ろ)

. fQ-' =  - ^ U 2 - ^ 6 H ) a + / 3 d i a g d 2 ]-*))-， W
ここで I は単位行列，1 はすべての成分が1 であるベクトル，diag(lZl-i)はそのき 1：対角要素 

が 1 2 " 'め第 i 成分と同であるような对角行ダ Ijである。 また /3iま補助定理1 セ述べたスカラ一 ,  

その他の文字はれ- ~ 1次の行列またはべクトルを示している。

21(525)
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. . . . . .  ...... . . '

系 1 すべての交差弾力性がゼロの場合にはV，( Iおよびポの 3 て>の価格の希離はつぎの条件.

によって特色づけられる。

(tilviニ ー I3 h i、 

btlQ iニ  010;

A In 一一/3(び,‘-1 +

^ こ で 'び,•ニび"* Oi—O iiとおいてちる。

S
- 

N
)

, 

s

l

y

-

‘
 

/
K 

/

I

x

この系の最初の2 っの条件は，相対的垂離が弾力性の逆数化比例する .ことを意味' している。最後、 

の条件にっいても同様の解釈が可能である。 この最後の条件はラムゼイ〔1幻，ディキシクト⑧ら，

によって導かれたものと同- - である。 ' ': ， - '■ .：.，，，. ，‘.， . ,■

っぎの系 2 では便宜上 /?< 0 であると仮定しよう（補助定理1参照)。 ；
. , -  ̂ \  - , - - .  ，. ■, ^

, ' . ,； ' ' . ■ .. . ’.. ， ， ，- ' . .  ' . ■, ,.. : ： . ，"  ... ： . '. , . ■

系 2 3 っの財からなる経済においては{り第 1 財および第2 財が消費されている（が1>0, iC2> 
0) なら . ‘ . '

び31まび32，に し た が つ て ■き . .

であり，また(iり第1 財および第2 財が民間企業で生産されている  <ガ1>0, 2/2>0)な ら

.  ‘ . - ' .

爲，到 3 2に し た が っ て き : ニ ン 、 し : ，
! ' - , 園 . .  . r ■

である。 , 、

証明 . この場合には ;S ニ ー P S X - ， の行列式をルとずると

•yi-1一 1 [ ぴ 2 2 ,一び12 

, ム A - C 2 U ぴ1し

であり，彼 定 よ り j < o である。 '. ；-' . I . 園、

他方 (ほ)ょり じ ‘

g , . . . ； . . . . 二..
XI めj ニ 0 ."ニ  1, .2, 3) し..

やあよから， ■' ., . .  .
CLilpi—d tlP i^  —/3((tfj2—(>2i) 1^■. ' . . .

==一.ボ (び22 + び11+rf31).—(びII +  び22 + か2)) ,4
ニ ー ク(び 31— び 32) M. . ‘

が樓かれる。 したがって前举の主張が証明された。後半の証明についても同様やある
；園 ，- 園、■ 國國■ 園. 園 ' 園' „
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公企業の予算翁振?条件のT における最適税率について

注 意 3 これと顏似の結果は , 注 意 1 ( iDM )で示される場合について， t? ー レ ッ ト ニ ヘ イ グ 〔4〕 
およ び ダ イ ア モ ン ド ニ マ ー リ ー ズ 〔のらによって導出されている。

. ‘ ， . . っ . 、 . . '  . . . 、 ：ぺ ■ . -./t . *
さてや一 q は消費者価格と生産者価格の差 'を示すが ,その墓が正であるような財には粗税が課さ  

れ，逆 に 負 で あ る よ う な 財 に は 插 助 金 が 与 え ら れ い る と 解 釈 す る こ と が 力 き る 。 つ ぎ の 2 つの定 

斑 は 3 つ の 脑 格 ベ ク ト ル の 間 に 7) > 7T>Qfという関係が成立するための十分条件を与えるもので 

る ン こ こ で も /3< 0 が成立するもめとして結果を述べよう。

* , ; ..‘；. . . .  . —— . . . . . .  . . . レ• ...- .. - ' ，.. ，. ■ '■ ' . ，’-: , . '.. . .. ‘ . ...、，. '， ■ /  .
定 理 2 f i ) 第 n 財以外のすぺ - t め 財 が 正 の 量 消 費 さ れ 6 ? > 0) , をれらめ財ギ互 V、に代替財あ... - . . ‘ ■ ■ ' .' ■■ . . . . .  ...

る い は 独 立 財 （すべてのゼキi, i , プ= 1, 2, 一 1 に つ い て な ら j )ミ7T でもる。 （H》第れ財以« . . . .  ，.，，，..， " ■
外 b す べ て の 財 が 民 間 企 業 に よ っ ズ 正 の 量 生 産 さ れ (2/〉 0) , それらの財が S：いに代替財あるい 

は独 ☆：財 （す べ て の ， ふふ：K 1, 2. -S n - 1 についてFみく0) なら ' 7Tゐわでもを。また {iillhの (i}(iO
の 条 件 が 満 た さ れ る な ら ? ) である。 ’ - . '

• . -  ̂ • . . . .  . . . .  . . .  . ‘, . . .*‘，，，. .  . .■■ ，. ' - - •.■ - ， - ■ . ，.，，じ ' ,，.，，' ■ T, V . ，/‘， . . .
誰 明 (i) *-8 は正の定符号をもも， その非対角要素が非 ;iEで あ る か ら （一S ) - i > 0 と な る (Vし 

とえぱ l^ikaido〔11〕p.9 5 参照)。 し た が っ で 補 定 理 1 ((1) から結識がえられる。

(u) (i)の場きと向様。 ： .
(iii) v —q— i p —n) +  (ic—p ) で る か ら {i)(iりより明らかである。■ ' . • . . . 、. . . . ’ ..... ' ....

' . . ，，，，，.‘ > . ’；， ：

つぎの定理も上の結果と密接な関係をもつ。 . >  ，

定 理 3 (i)す べ て cp•財 'の間の需要の交差弾力性びむ •(《チ か が 并 正 ，か つ め "(ズ が す ぺ て IE . ’
な’ら タ や あ る 。 （Uh^ベての財の間の供給の交差弾力性め / (ぜブ ) が非正 / か つ Oi ni pH) が

すべて正ならせとなである。 また (iii)上 の 2 つ の 条 件 が 満 た さ れ る な ら ?)ンクとなる。

，.; ' . . . - . ，. ' ‘ 广， - , . . . . . . ，-.、

誰 明 （19)よ り D び《ニ0 ゆえ， については仮定より

■ . .. . . ■
びがニ* - びむ'一め" . ‘ '

. . . . . . . ■. . .  . . . .  ，‘， • -H —I
> ー2  び，？ '

となる。よりヤ ' 0 Co対角要素はすべて正で , 1>かもその列和はすべて正 ( しだが、って<9 は俊対角行列）と 

なる。 0 の 非 対 角 索 は # JEで あ ! ) か ら , こ の こ i は 2 - 1 > 0 を意味する、 した力W て 定 理 1 (め
注U ) たとえぱゆkddo Cll；! p‘386参照，

；■ —  23(525)
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と / 3 < 0 を用いると，われわれの求める結果がえられる。 •

( i i ) り)め載明と同様力ある。

(iii) (i}およびりりより明らかである。 ’
つぎの結栗は最適税率に関して従ネもゥとも重要視されたものの1つである。同様の結果はラム 

ゼイ〔12〕, ボアトー〔3〕，ダイアモンド= マーリーズ〔7〕, ボレキルニプラッドプォード〔2〕など 

に見られる。 ‘ ...

定理 5 消費者価格（生産者価格）と公企業の潜在価格とのM は,その変化による代替効果が 

消 費 量 (生産量）と比例するような消費者侧格（生産者価格)わ変量に比例するシ

I

I
I
：：

ii'!

：!ili

I ;，;H

IN

M,

■ 証明消費者価格の場合についての証明はつぎのとおりゼある。消費 量 の 变 化 勘 が a；と比例

するような消費者価格の変化Z/JTは近似的に
. . ' ，. . .  ； ■«

ひは一連のスカラー）
.

を満たし , したがって办 ==おS - 1 とならねぱならない。補肋定理 1 ( t t )によれぱこれは ftニ/SkS-1.■ ! ■ ■
に比例す 'る。

結

公企業の予算制約条件が資源配分の最適条件に及ぼす効果についての分析は,本稿のそれでつき 

るものではない。われわれの分析の前提の中のいくつか,たとえぱ民閩企業の価格受容者としての 

行動め仮定は，明らかに独占的行動をもゆるす一般的仮定によっておきかえられねぱならな:V、であ 

ろう。 また予算制約のパラメータ" <5が資觸配分やM 格の骄離の大きさに与える効果などに-ついて. ■ , ■ ■ i
の分析も與味あるものであろう。 しかしこれらの問題についての分析は，後の機会にゆずらなけれ 

ぱならない。ただ本稿の分析が公企業の料金や商品税の決定に開して何らかの示唆と問輝を与える 

ならぱ，われわれの目的の大きな部分はかなえられたといってよい， ' .  . ,
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